
 

 

 

　■ 人事院勧告とは、労働基本権が制約される公務員の給与・休暇制度等について、社会情勢の変化に応じて、適正な運用を図るため、毎年８月頃に人事院から国の行政府・立法府に対して出されるもの。 

地方公務員もこれにならう場合が多く、本市の一般職も人事院勧告に基づき、給与表の改定等を実施してきた。今回は、人事院勧告の内、国の幹部職員に適用される指定職俸給表の改定推移を整理した。 

 消費者物価指数の推移・人事院勧告（指定職俸給表）の推移

 １　令和２年基準 消費者物価指数の推移

 令和２年（2020 年）～令和８年（2026 年） データ出典等

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

▶　令和２年（2020 年）基準で今年の物価状況は、全国で 13.6％、愛知県（県庁所在地）で 14.4％上昇している。

■ 全国データ：2020 年基準 消費者物価指数 全国 2026 年（令和８年）６月分 

[総務省 統計局 統計調査部 消費統計課 物価統計室 物価指数第一係・第二係] 

https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01toukei08_01000347.html 

■ 名古屋市データ：名古屋市消費者物価指数（2026 年６月） 

　 [愛知県 県民文化局 県民生活部 統計課 物価・消費統計グループ] 

　 https://www.pref.aichi.jp/soshiki/toukei/bukka.html 

※ 消費者物価指数とは、全国の世帯が購入する家計に係る材やサービスの価格等を総

合した物価の変動について、時系列に測定した数値をいう。品目の価格は、総務省

統計局が実施する小売物価統計調査で把握した小売価格を用いており、調査結果

は、政府・自治体の各種経済施策や年金改定等に活用される。 

※ 名古屋市（県庁所在地）の消費者物価指数は、愛知県が総務省統計局「小売物価統

計調査」の結果を元に、独自集計を行い公表しているデータ。

 ２　人事院勧告（指定職俸給表）の推移

 国家公務員指定職俸給表の改定に係る推移 備考

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
▶　過去 20年間、長期間のマイナス・据え置き基調から、近年は毎年プラス改定であり、特に直近の２か年は高水準で推移。 

　 平成 17 年を「100」として、上記改定率を毎年かけていくと、令和８年の数値は「104.105」となり、約 4.1％の上振れ。

■ 指定職俸給表とは、国家公務員の局長・審議官以上の幹部職員に適用される

俸給表。特別職の報酬等を検討するにあたっては、国家公務員の一般職では

なく指定職俸給表の推移を参考とする。 

■ 指定職俸給表の改定率推移（人事院勧告） 

　 [出典] 人事院ホームページ https://www.jinji.go.jp/seisaku/kankoku/archive.html

 年 改定状況 改定の主な理由等

 平成18年～20年 据え置き 民間企業との格差僅少

 平成 21年 ▲0.30％ リーマンショックによる民間賃金低下

 平成 22年 ▲0.10％ 民間企業との格差マイナス

 平成 23年 ▲0.23％ 東日本大震災の影響等

 平成24年～27年 据え置き 国家公務員給与特例法（減額）の適用等

 平成 28年 +0.05％ 民間企業の給与上昇

 平成 29年 +0.08％ 景気の穏やかな回復

 平成 30年 +0.06％ 民間企業の役員・管理職層の賃上げ

 令和元年～4年 据え置き 新型コロナの影響、改定は若年層に限定等

 令和 5年 +0.30％ 物価上昇、民間企業の賃上げ

 令和 6年 +1.10％ 春闘の高水準な賃上げ

 令和 7年 +2.80％ 民間企業の高水準な賃上げ

 令和 8年 +3.00％ 幹部・管理職の処遇改善
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資 料 ４

特例条例：H24.10 月～12 月(3 か月) 

市長：3 割カット 

副市長：2 割カット

特例条例：R2.6 月（1か月) 

市長：10 割カット 

副市長・教育長：5 割カット

※ 改定率は対前年比の数値 

※ 参考情報として、社会情勢に鑑み、清須市特別職の報酬等を全部又は一部減額する特例条例を施行した実績も記載


